
令 和 ４ 年 １ 月 １ ３ 日

全国農業協同組合中央会

准組合員の意思反映について
－第29回ＪＡ全国大会決議を踏まえて－



年度 主な出来事 取り組みの期間

平成26
（2014）

６月 規制改革実施計画・・・農協改革集中推進期間スタート
11月 ＪＡグループの自己改革について・・・ＪＡグループ自己改革スタート
２月 農協改革の決着

27
（2015）

８月 改正農協法成立
10月 第27回ＪＡ全国大会決議【創造的自己改革への挑戦】

28
（2016）

４月 改正農協法施行
７月 参議院議員選挙
３月 全農年次計画の策定（以降、毎年度策定）

29
（2017）

10月 衆議院議員選挙

30
（2018）

８月 与党決議・・・准組合員の事業利用規制は、「組合員の判断」
12月 「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」開始
３月 第28回ＪＡ全国大会決議【創造的自己改革の実践】

平成31
・

令和元
（2019）

４月 政策確立大会・・・与党幹部が「組合員の判断」明言
５月まで 信用事業のあり方検討・・・99％のＪＡが総合事業を選択
５月末：農協改革集中推進期間が終了
７月 参議院議員選挙・・・与党公約に「組合員の判断」明記
12月 「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」終了

２
（2020）

４月 持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化に向けた基本的対応方向
農協法５年後見直しを見据えたＪＡ自己改革の取組方針（准組合員の意思反映等）

７月 規制改革実施計画・・・准組合員の意思を経営に反映させる方策について検討

【令和３年３月末 准組合員利用規制あり方検討期限（改正農協法施行後５年）】

３
（2021）

６月 規制改革実施計画・・・自己改革実践サイクルの構築.

１月 改正総合農協監督指針、信用農協監督指針適用

４～
（2022）

４月～ 第29回ＪＡ全国大会実践期間 1

１．ＪＡグループ自己改革の取り組み（准組合員対策を含む）
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約606万人を訪問 3,902,603人から回答

・農業者の所得増大
・農業生産の拡大
・地域の活性化

３つの基本目標

10月 第29回ＪＡ全国大会決議
【持続可能な農業・地域共生の未来づくり】～不断の自己改革によるさらなる進化～

1

第
29
回

①准組合員対策の提起
「農業振興の応援団」

③規制改革からの准組合員
の意思反映の要求

④関係人口・地域住民
の位置付け

②准組合員対策の再提起
（位置付け、意思反映等）



２－１．自己改革における位置付け 【規制改革農水ＷＧ(令和３年３月)報告内容】
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「不断の自己改革」の全体像

農業者の所得増大 農業生産の拡大

地域の活性化

３つの基本目標
① 担い手ニーズに応じた個別対応

② マーケットインに基づく生産・販売方式への転換

③付加価値の増大と新たな需要開拓への挑戦

④生産資材価格の引き下げと低コスト生産技術の普及

⑤ 新たな担い手の育成や担い手のレベルアップ対策

⑥ 営農経済事業への経営資源のシフト

最重点分野

①理事等の構成の変更
・ 理事の過半を認定農業者や実践的能力者等

： 100％のJA（604JA）で対応済み

自己改革を加速化するＪＡのガバナンス・監査機能の強化

各JAで信用事業のあり方検討の結果、
99％が総合事業の継続を選択
・613JA（令和元年５月末時点）のうち
⇒総合事業の継続を選択：608JA

⇒信用事業譲渡を選択：５JA
※自己改革開始後に事業譲渡を実施済み：９JA

健全な持続性の確保の取り組み

総合事業を通じた自己改革

令和元年９月をもって、全ての都道府県中央会は連合会、全中は一般社団法人へ移行済み

②公認会計士監査の導入
・ 元年度決算より、全中監査から公認会計士監査へ移行

・ 会計監査人の義務付けがない貯金量200億円未満の83JA

⇒会計監査人を設置：８JA ⇒会計監査人を設置しない：75JA※

※農林中金・信連が監査代替的調査を実施

中央会は会員の意思に基づく自律的な組織として自己改革を支援

更なる実践

「農業者の所得増大」
・販売強化

・生産コスト低減

「健全な持続性の確保」

・経済事業の収益力向上・収支改善

・店舗・ATM再編

・市場運用をふまえた調達管理

「金融を通じた農業・

地域の発展支援」

・出融資等を通じた農業者の
所得増大・地域活性化の推進

「准組合員の意思反映」

・准組合員の位置付け明確化

・意思反映の取組方針等の策定

自己改革を支える経営基盤強化



２－２．准組合員のステップアップイメージ（平成27年度～）
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農業振興の応援団
＝「地産地消」実践者の拡大

体験型農園
直売所への出荷
援農ボランティア

特定少数型活動

②作って応援

・直売所で地元産農畜産物を購入
・農業応援金融商品（農業応援貯金）
・農業まつり、支店まつり
・農業体験イベント
・直売所でのイベント

①食べて応援

「農業振興の応援団」であることの「見える化」

准組合員の
代表としての
役割

個別モニター
（直売所・くらしの
活動・広報誌等）

支店運営委員

准組合員
総代

（組合員組織）

総合モニター（利用者懇談会）

理事

准組合員の
集い

「正組合員と同様の情報提供や、意思反映・
運営参画の機会を希望するかどうか」の確認

アクティブ・メンバー

組合員組織、支店等の活動に複数・２段階参加
複合事業利用・事業量の拡大

理事、組合員組織代表、支店運
営委員等としてJA運営に参画

特定少数型活動

単一事業利用

複合事業利用

不特定多数型活動

事業の複合利用
活動の複数・
２段階参加

組合員組織、利用者懇談会等を
通じてJA運営に意思反映

意思反映

運営参画

地域農業・協同組合・JAの理念を共有

組合員としてJAに加入（事業利用）

地域住民（JAと接点なし）

未加入

加入
（事業利用）

理念共有

意思反映・
運営参画

農業振興の
応援団



２－３．准組合員の意思反映の取り組み状況 【規制改革農水ＷＧ(令和３年３月)報告内容】
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意思反映等の実績（取り組むＪＡの割合等） 令和２年度 (速報値)

准組合員の位置付け※の明確
化

准組合員の意思反映の
取組方針等の策定

事例紹介

埼玉県・ＪＡいるま野 直売所モニターを通じた准組合員の意思反映

ＪＡ管内の大型直売所店舗において、准組
合員から合計３４名のモニターを委嘱し、
直売所についてのアンケート調査や意見交
換会を開催。
意見交換会には、出荷組織の役員や直売所
店長なども参加し、准組合員の意思を運営
に反映。 （モニターとの意見交換会）

平成31年度 平成31年度

24.5% 10.2%

正・准組合員が一体となったＪＡ運営に向けた取り組み

事例紹介

兵庫県・ＪＡ兵庫南 ＪＡ利用者懇談会を通じた准組合員の意思反映

懇談会委員を各支店において准組合員を
対象に募集し、農業関連施設の見学等を通
じて、ＪＡや農業への理解を促進。
懇談会では、准組合員の視点での事業や
運営に関する意見・要望を組合長宛ての提
言書にまとめるなど、運営に反映。

（施設見学の様子）

「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」（平成30年12月～令和元年12月実施）

准組合員向け設問
約9割が
「必要な存在だと感じる」

JAの必要性

自
己
改
革
へ
の
評
価

期
待
度

満
足
度

改
善
度

約7～8割が
「期待している」

約6割が「満足」

約8割が「改善した」・
「もともと良い」

約9割が
「総合事業を継続するべき」

総合事業の
継続

約9割が 「応援したいと思う」
農業や地域

づくりの応援

1,790,179人のうち 53.3 48.6

准組合員の意思反映に向け
取り組みを加速

更なる実践

※「地域農業や地域経済の発展を共に支える組合員」、
「農業振興の応援団」など、地域実態に応じて位置付けを明確化

96.1％が 「応援したい」

回答した

准組合員



３－１．第29回JA全国大会決議の全体像
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○ ＪＡは、担い手を中心に組合員との徹底した対話を通じて、組合員のニーズを的確に把握したうえで、必要な実践方策を「自己改革工程表」として
とりまとめ、その取り組みを中期経営計画や事業計画に反映します。そのなかで、ＪＡは主体的に、

ⅰ）「農業者の所得増大」につながる、農業者の売上増加および生産コスト低減の取り組みについて、数値目標（KPI※＝業績評価指標）の設定
ⅱ）各事業の収支シミュレーションをふまえた経営基盤強化の取り組み

ⅲ）准組合員の意思反映や事業利用に関する方針
を策定し、総代会等で決定し、実践します。

○ 連合会・中央会は、ＪＡにおける実践方策やＫＰＩの検討、「農業者の所得増大」に向けた営農・経済事業の強化に向けたＪＡ支援に取り組みます。

第29回ＪＡ全国大会決議：抜粋

３－２．不断の自己改革の取り組み（第29回JA全国大会決議）
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３－３．組合員等の位置付け（第29回JA全国大会決議）
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420万人

630万人

推計1,800万人以上

新規



３－４．准組合員の意思反映（第29回JA全国大会決議）
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○ ＪＡは、准組合員の意思反映に関する取組方針を策定し、これにもとづいて、意思反映・運営参画の意志
のある准組合員を特定・類型化し、意志のある准組合員を対象として、モニター制度等の准組合員固有の組
織による意思反映に取り組みます。

あわせて、既存の組合員組織への加入等を通じて、組織的な意思反映の機会を提供し、「正組合員ととも
に、地域農業や地域経済の発展を支える組合員」である准組合員によるJAへの意思反映・運参画を推進し
ます。

第29回ＪＡ全国大会決議：抜粋

地域の実情に応じ、組合員との話
合い、アンケート調査、集落座談
会等により准組合員の意見等を
把握し、事業運営に反映させる仕
組みを構築しているか。

農業者の所得向上を図る観点か
ら、農協における准組合員の位置
付け及び今後の准組合員に対す
る事業利用の在り方等を検討して
いるか。

※第29回ＪＡ全国大会決議抜粋

総合農協監督指針
（令和４年１月１日改正）



４－１．全中の取り組み：自己改革「JA自己改革実践セミナー」「手引き」
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目的
令和３年６月閣議決定の規制改革実施計画をふまえた自己改革実践サイクルの取り組み支
援を通じた「不断の自己改革」のさらなる進化

対象者 ＪＡの組合長及び自己改革担当の常勤役員・幹部職員等

開催方式 動画のweb上での配信

視聴期間 令和３年10月11日～令和４年６月末日まで

【第１部】自己改革実践サイクルの取り組みについて（10月11日（月）より）

１．挨拶・情勢報告

２．「自己改革実践サイクルの手引き」解説動画①【総論部分】 ※手引きP.１～12

３．「自己改革実践サイクルの手引き」解説動画②【各論：自己改革部分】 ※手引きP.13～24

４．「自己改革実践サイクルの手引き」解説動画③【各論：シミュレーション・准組合員等部分】

※手引きP.25～54

５．「自己改革実践サイクルの手引き」改訂のポイント

【第２部】実践事例報告等について（順次 ※都度連絡）

１．JA埼玉中央における自己改革実践サイクルの取り組みについて（JA埼玉中央）



日程 テーマ 動画 内容

10/19(火)

より

組織基盤

強化全般

１．JA組織基盤強化推進マニュアル ・JA組織基盤強化マニュアルの概要・活用方法
・組合員のメンバーシップに関するアンケートや
施策事例集100選等と組み合わせた活用方法

２．組合員のメンバーシップに関するア
ンケート

・アンケートの概要・実施方法

３．JA組織基盤強化に向けた施策事例集
100選（令和２年度版）

・施策事例集100選の概要・活用方法

10/26(火)

より

４．組合員の特性分析（組織基盤強化関
連調査結果より）

・「組合員のメンバーシップに関するアンケー
ト」から見る組合員の特性等

・「JAの自己改革に関する組合員調査」から見る
組合員の特性等

11/2(火)

より

対話運動 ５．JAの自己改革に関する対話運動につ
いて

・要領の見直し

６．自己改革に関するJA独自資材作成の
ポイント、JA・地域農業理解促進資材

・自己改革に関するJA独自資材の作成のポイント
・JA・地域農業理解促進資材の概要・活用方法

７．訪問活動の手引き ・対話運動の見直しをふまえた改訂内容・活用方
法

４－２．全中の取り組み：「JA組織基盤強化支援ツール説明会」
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目的
令和３年６月閣議決定の規制改革実施計画及び10月の第29回JA全国大会決議に対応したJA組織
基盤強化支援ツールの改訂内容並びに活用方法の周知

対象者
都道府県中央会の組織基盤強化担当部課長及び担当者等
※各中央会の判断によりJA担当部課長及び担当者の視聴も可

開催方式 動画のweb上での配信

視聴期間 令和３年10月19日（火）～令和４年３月末まで公開（予定）



４－３．全中の取り組み：組織基盤強化支援ツール一覧

11

支援ツール ターゲット 特徴 参照先

①JA組織基盤強化推進マニュアル

【10月改訂】
（JA企画管理部
門、県中の活用
を想定）

・JAにおける組織基盤強化に向けた体制整備、
組合員の実態把握、施策立案、その後のPDCA等
の支援ツール

※アンケートについて、希望JAは実施が可能
（有償）

JA役職員ページ
（広報素材ダウ
ンロード）②JA組織基盤強化に向けた施策事例集（100

選）（令和２年度版）

③組合員のメンバーシップに関するアンケート

【10月改訂】
本会県中向けHP
（JA改革）

④JA・地域農業理解促進資材（ひな型）

【11月改訂】
准組合員
地域住民

・主に加入時用のJA・地域農業の理解促進資材
・県域・JAにおいて適宜カスタマイズして活用

JA役職員ページ
（広報素材ダウ
ンロード）

⑤自己改革に関するJA独自資材作成のポイント

【11月改訂予定】
正組合員
准組合員

・県域・JAにおいてポイントをふまえて作成 本会県中向けHP
（JA改革）

⑥准組合員向け事業紹介動画「林修先生の３分

で分かるJA」【活用期限：４年３月末】
准組合員 ・訪問時にタブレットやスマホで動画を放映、

JAの総合事業を説明。支店や直売所、非対面で
の活用も想定。

本会県中向けHP
（広報）

⑦訪問活動の手引き

【11月改訂】
（JA企画管理部
門、県中向け）

・訪問活動の留意事項や話法例、QA等を記載
・県域・JAにおいて適宜カスタマイズして活用

本会県中向けHP
（JA改革）

⑧JAの自己改革を伝える取組事例集－認定農業

者との対話活動－
認定農業者等 ・認定農業者との対話活動の事例集（６JA）

⑨JAの自己改革を伝える取組事例集－准組合員

への訪問活動－
准組合員 ・准組合員への訪問活動の事例集（５JA）

⑩准組合員の意思反映等にかかる対応の手引き

【年度内改訂予定】
・組織基盤強化マニュアル等から准組合員の意
思反映等にかかる部分を抜粋して構成

⑪准組合員の意思反映等にかかる対応事例集

【年度内改訂予定】
・准組合員の意思反映等の事例集（４JA）

⑫コロナ禍における対話・訪問活動の事例 組合員
地域住民

・コロナ禍における対話・訪問活動の事例集
（３JA）

■お問い合わせ先：全国農業協同組合中央会 ＪＡ改革・組織基盤対策部 ＪＡ改革・組織基盤対策課
TEL：03－6665－6240 E-mail：ja-ams-enquete@zenchu-ja.or.jp

mailto:ja-ams-enquete@zenchu-ja.or.jp

